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町田市立小中学校照明設備 LED化業務委託 

一般仕様書（案） 

 

（適用）  

１ この仕様書は、町田市（以下「本市」という。）が発注する「町田市立小中学校照明

設備 LED化業務委託」に適用し、事業者が行う業務（以下「本業務」という。）の内容

及び実施方法について定める。 

 

（目的） 

２ 本業務は、本市の小中学校（以下「学校」という。）の照明設備の LED化に向けて、自

ら行った提案をもとに、各照明設備の調査、更新工事、維持管理の方針提案について、本

市と合意した内容で本業務を遂行することを目的とする。 

 

（契約概要） 

３ 本業務の契約概要は次のとおりとする。 

（１） 委託件名 

町田市立小中学校照明設備 LED化業務委託 

（２）契約期間 

   契約書記載の日から 2037年 3月 31日まで 

ア 調査・工事期間       契約書記載の日から 2027年 3月 31日まで 

イ 維持管理期間（10年間）  2027年 4月 1日から 2037年 3月 31日まで 

（３）履行場所・履行対象 

   ア  履行場所 

       町田市中町一丁目 20番 30号 町田第一小学校外 42校 

       詳細は（別紙１）履行場所一覧表参照 

イ 履行対象 

照明器具  全数量（想定）：約 46,670灯 

※更新対象外（LED化済み）の照明設備については、本市管理とする。 

   調査については、（別紙 1）履行場所一覧表（以下「別紙一覧表」という。）記載の対 

  象箇所に設置してある照明設備を対象とする。また上記数量については延床面積から 

算出した想定数量である。 

（４）業務内容 

   業務内容については下記のとおりとする。 

ア 詳細調査 

イ 更新工事 

ウ 更新設備への管理シールの設置 
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エ 照明設備の維持管理 

オ 省エネルギー量の検証 

カ 設置後自主検査  

キ 提出書類、報告書作成 

 

（５）契約代金の支払方法 

   契約代金は、2027年 4月分より 10年間の毎月均等払いとする 

 

（業務の範囲） 

４ 各業務範囲は下記のとおりとする。 

（１） 詳細調査 

全校の対象設備について詳細調査を実施する。詳細調査の実施については下記に示

す。 

① 調査する居室については本仕様書に記載のとおりとし、調査した結果、本市が

提示した数量と相違があった場合は速やかに本市へ報告すること。 

② 各居室、外灯及び庭園灯で使用している照明設備の種別を目視による確認をす

ること。 

③  外灯、庭園灯用ポール等について、腐食状況を目視等により確認すること。 

④  その他調査項目については、調査実施前に本市と協議の上決定するものとする。 

⑤  調査する居室で既設照明の照度測定及び絶縁測定を行うこと。測定条件は改修 

 後の測定と同条件とする。 

（２） 更新工事 

ア 2027年 3月 31日までに本設備を改修し、本市の検査に合格すること。 

イ 学校運営や児童・生徒、教職員及び作業員の安全及び施設運営に十分配慮した

施工計画の策定及び施工・施工管理を行うこと。 

    ウ 施工中に発生した事故については、事業者の責任及び費用負担で対応すること。 

    エ 撤去した設備（灯具、周辺設備等）については、環境保護の観点からも再利用 

     を原則とし、撤去品ごとにそれぞれリサイクルの具体的な方法についても報告を 

行うこと。 

リサイクルできない廃棄物の運搬及び処分については、関係法令に基づき、事

業者の責任の下、適正な処分を行うこと。 

なお、処分等に生じる費用は事業者で負担すること。 

事業者は、廃棄物を適正に処理したことを確認できる書類の写しを本市に提出

すること。 

撤去した安定器に PCBが含まれている場合は、速やかに本市担当職員に連絡し、

対応について協議すること。 
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    オ ESCO事業開始前の調査・工事期間及び維持管理期間が完了するまでの間、 

事業者が管理するデータ（全ての調査結果を含む）を閲覧できるようにすること。 

本データの書式は任意とし、データのまとめ方の詳細については本市との協議に 

より決定する。 

    カ 現況調査から必要となる LED照明、附属設備の種類、数量を集計し、施工計 

画を策定すること。 

    キ 施工計画の策定にあたり、LED照明による教室内の平均照度が学校環境衛生 

     マニュアルの基準を満たすよう、機器を選定すること。 

    ク 更新対象については既存灯具を撤去し、高効率の LED灯具に改善すること。 

    ケ 更新については、「電気設備の技術基準」、「東京都電気設備標準仕様書」、「電気 

     用品安全法」、「日本産業規格」の適用を受けるものは、各法令・基準に準拠する 

こと。 

    コ 更新後は各校の各居室の灯具数について一覧にし、本市に提供すること。書式 

     については任意とする。 

    サ 現場写真は各校の各居室につき１カ所、交換灯具の施工前、施工中、施工後の 

写真を撮影し、工事写真としてまとめること。また、詳細調査、自主検査及び下 

記シの状況の写真も撮影すること。 

 シ 作業車、運搬車等の車両の駐停車場所や、資材置場、荷捌き場、搬出物の仮

置場等の本市敷地内における必要な場所の確保については、事前に（７）ア記

載の施工計画書を提出し、本市担当職員及び施設管理者の承諾を得ること。 

ス 照明器具撤去に伴い天井改修が必要な場合は、事業者の負担で行うこと。改

修後は原状復帰すること。なお、照明器具の配置変更や台数削減が発生する場

合は、照度等を十分検討し、本市担当職員と協議すること。 

セ 照明用取付金具は既存利用を基本とするが、再取付けが困難な場合や落下等

の危険が認められる場合は、新品と交換すること。 

（３） 更新設備への管理シールの設置 

ア 管理シール設置対象は更新を行う全ての LED照明とする。 

イ 文字の劣化がほとんどなく、本業務期間を通じて視認が容認であるものとする。 

（４） 照明設備の維持管理 

ア 照明設備について、設置後から ESCO事業期間満了までの間、各更新設備が正 

常な状態で使用できるよう維持管理すること。 

イ 事業者は LED 照明設備等の設置後から ESCO 事業期間終了までの間の維持管理

期間、問い合わせ窓口（コールセンターまたは専用窓口）を設置すること。窓口

の設置日、設置時間は学校開庁日開庁時間とする。また、事業者は、LED 照明設

備等の維持管理において、緊急連絡先、担当者名を記載し、書面で本市及び各校
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へ届け出ること。 なお、維持管理体制に変更が生じた場合は、速やかに本市へ届

出ること。 

ウ 不点灯等不具合が発生した旨の連絡を受けた場合、事業者はその状況を速やか 

に確認すること。確認の結果、灯具の交換又は補修等の措置が必要となった場合 

は速やかに修繕対応を行うこと。 

エ ウ記載の確認を行った際、不具合が ESCO設備以外に起因するものであった 

場合は速やかに本市へ報告すること。 

オ 予想されるリスクと責任分担については、別途プロポーザル説明書 7の「予想

されるリスクと責任分担」に則り、事業者と本市の責任分担を行うものとする。 

    カ 事業者は、本事業について自己負担で第三者賠償責任に加入すること。ただし、 

加入する保険の種類、内容は本市と協議のうえ定めるものとする。 

    キ 事業者は、修理・交換等の記録について月ごとの報告書を作成のうえ、翌月 10 

     日までに本市に提出するものとする。本報告書には各校への対応内容を記録する 

こと。また、報告内容について、不備等が認められた場合は、事業者に対し必要 

な措置を命ずることができる。 

ク 誘導灯及び非常照明の蓄電池については、維持管理期間内に一回の交換を行う

こと。 

ケ 事業者の設置した ESCO 設備については、契約終了後に本市へ所有権を無償譲

渡すること。 

（５） 省エネルギー効果の計測・検証 

ア 省エネルギー効果の計測・検証については、電力使用量の実測は行わず、机上 

計算により実施するものとする。 

    イ 事業者は、前項の検証の結果ならびに修理・交換等対応数・対応内容の記録を 

毎年本市に報告すること。 

ウ 省エネルギー効果の算出の計算においては、次の換算値を使用すること。 

  電気料金の単価：（別紙２）ESCO対象校電気使用量及び料金参照 

  CO2排出係数：0.408 kg-CO2/kWh 

エ LED 照明設備等以外の省エネルギー提案や付加価値向上提案がある場合には、

提出すること 

（６） 設置後自主検査 

事業者による設置後自主検査を以下のとおり行い、検査結果を本市に写真及び書面

で提出すること。 

ア 設置状態確認 

各 LED照明設備が正常に設置され、器具の脱落の恐れがなく、天井材との隙 

間等がないことを確認すること。 

イ 点灯状態確認 
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各 LED照明設備が異常なく点灯することを確認すること。 

ウ 絶縁抵抗測定 

LED照明設備の設置前後に、「電気設備に関する技術基準を定める省令」に基づ

き分電盤の分岐回路ごとに絶縁抵抗測定を行い、問題のないことを確認すること。

なお、印可電圧は 100V/125Vなど最低限にすること。 

エ 照度測定 

JIS 照度基準、学校環境衛生マニュアルを満たす照度であるかどうか設置前後

で測定すること。測定箇所は各棟各階１カ所を想定しているが、協議によるもの

とする。 

 

（７） 提出書類、報告書作成 

      事業者は、本契約で行う業務の資料を作成し、本市に下記のものを提出すること。 

また、別途本市が必要とする資料を作成し、速やかに提出すること。提出する部数 

については、本市と協議のうえ決定すること。 

ア 施工計画書 

  事業者は、詳細調査の結果施設管理者の承諾を踏まえ、設備の設置スケジュー 

ル、設計、施工等をまとめた「施工計画書」を作成すること。 

 また、施工計画書は、学校毎に施工計画書を１部別冊で作成すること。 

①  工事工程表 

②  工事範囲及び停電範囲 

③  施工図面及び施工する照明器具一覧 

④  照度分布図又は照度計算書 

⑤  緊急連絡体制表 

⑥  資機材の運搬経路 

⑦  車両の入退場経路、作業者及び運搬車等車両の駐停車場所、資機材置場、 

荷捌き場、搬出物の仮置場等 

⑧  廃棄物の処分計画 

⑨  再委託契約等の通知 

    イ 業務責任者通知書 

    ウ 月次進捗報告書（工事の進捗・工事スケジュール） 

    エ 施工完了報告書 

  以下の内容を取りまとめ、完成図書として紙で 2部、併せて PDFファイル形式

で電子データを提出すること。ただし、①については、Excel ファイル形式、

③については、CADの電子データも提出すること。 

① LED照明器具管理台帳 
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② LED 照明器具を設置した範囲の照明配置図（管理番号から設置箇所を特定

できること） 

③ 設置した LED照明器具の姿図 

④ 設置後自主検査結果 

⑤ 各種工事写真 

⑥ メーカー取扱説明書 

⑦ 産業廃棄物報告書（産業廃棄物管理票の写しを添付） 

⑧ PCBが含有されている安定器のメーカー見解書及び写真等（必要な場合） 

⑨ 関係諸官公庁等への申請等が完了していることを示す書類（必要な場合） 

⑩ 緊急連絡先 

    オ 完了届 

    キ 維持管理の月毎の報告書 

    ク 省エネルギー量の検証報告書 

    ケ 修理・交換等対応報告書 

 

（その他） 

５ その他の事項について、下記のとおりとする。 

（１） 資料の貸与 

本事業実施にあたり、本市は必要となる資料を準備し、事業者に対して貸与する。

貸与する資料は、事業者の責任により管理し、破損、紛失、盗難等ないよう十分に

留意し、検査完了後速やかに本市へ返却すること。 

（２） 守秘義務 

     事業者は、本事業上知り得た内容について第三者に漏洩してはならない。また、 

事業者は、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15年 5月 30日法律第 57号）を 

遵守するとともに、個人情報はもとより、本市より貸与されたいかなる資料および 

情報も適正に管理しなければならない。 

また、別紙「情報セキュリティ確保・個人情報保護のための特記仕様書（第 5.0 

版)」を遵守すること。 

（３）瑕疵の担保 

    事業者は、本業務の完了後であっても事業者の過失に起因する不具合がある場合 

は、事業者の負担により速やかに修正を行うものとする。 

（４） 損害賠償 

 事業者は本事業の遂行中に本市又は第三者に損害を与えた場合は、速やかに本市

へ報告するとともに、事業者の負担により対処するものとする。 

（５） 権利の帰属 
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 本業務に基づいて作成された成果物の著作権は本市に帰属する。ただし、事業者

が従来から有していたライセンス等の既得著作権、使用権に関する権利は事業者に

保留されるものとする。 

（６） 経営状況 

 事業者は年度ごとに財務状況が確認できる資料を本市に提出すること。 

（７） 事業者の交替候補の選出 

 何らかの事由により、当事者の交替が発生する場合は、本事業を継続して遂行で

きる代替事業者の候補を選定することに努めなければならない。 

（８） 事故発生時の対応 

 事業者は、契約の履行時に事故が発生した場合は、適切な処理を行うとともに、

速やかに本市に報告しなければならない。 

（９） 業務の履行 

ア 事業者は、業務の履行にあたっては、学校が教育の場であることを充分考慮の 

うえ服装、態度に配慮し、教職員、児童・生徒、来校者及び近隣住民等に対して、

安全に配慮するとともに接遇等においても適切に応対すること。 

イ 作業時間は、本市との調整を基に各学校と協議を行うこと。 

ウ 作業時間は、長期休業期間、土日祝日や放課後を主とすること。その他の日時

については本市及び施設管理者と協議すること。 

エ 業務上必要な学校への車両の乗り入れについては、事前に学校の許可を得るこ

と。また、レッカー車、搭載型トラッククレーン等設置時は誘導員を配置し、教

職員、児童・生徒、来校者等の通行帯・安全を確保すること。なお、通勤に伴う

車両は校地内への乗り入れを禁止する。自転車等の校内への駐輪は事前に学校の

許可を得ること。 

オ 校地内及び学校周辺では喫煙は認めない。 

カ 作業中は作業場所の整理整頓に努めるとともに、作業完了後は速やかに資機材

等を搬出し、作業場所の清掃を行うこと。 

キ 作業従事者は作業に適した衣服を着用するとともに、名札等で業者名を明示す

ること。 

ク 作業箇所の事故及びトラブル防止のため、関係者以外立ち入り禁止措置を行う

とともに、必要に応じて作業エリアの他通路や資機材置場の各部養生を行うこと。 

コ 停電等運営上必要な機能を停止する場合には、事前に本市及び施設管理者と日

程等を調整し、事故等を防止すること。 

サ 高所作業に当たっては、作業床を配置する、墜落制止器具を使用する等、墜落

防止の措置を講じること。また、高所作業に当たっては、安全を確保して極力脚

立等不安定な昇降用具を使用した作業は行わないこと。 
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シ 退勤するときは、火の元、施錠、空調、水回り等を点検し、学校長又は学校長

の指定する者に業務終了を報告すること。 

コ 事業者は、既設設備の撤去工事・ESCO 設備の設置工事及び維持管理において、

本市の学校の電気設備を熟知している町田市内の電気工事店（以下「市内業者と

いう。」を活用し、地域経済への波及効果に資するよう配慮すること。 

  ただし、詳細調査、更新工事が予定の工期内に完了が見込めない事象が発生し、

市外業者の活用が必要となる場合には、本市と協議するものとする。 

 

（環境により良い自動車の利用） 

 ６ 本契約の履行に当たって自動車を利用し、又は利用させる場合は、都民の健康と安全 

を確保する環境に関する特別措置法（平成 12年東京都条例第 215号）の規定に基づ 

き、次の事項を遵守すること。 

（１）ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

 （２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等 

に関する特別措置法（平成 4年法律第 70号）の対策地域内で登録可能な自動車利用

に 

努めること。 

 （３）低公害・低燃費な自動車利用に努めること。 

   なお、適合の確認のために、当該自動車の自動車検査証(車検証)、粒子状物質減少装 

置装着証明書等の提示又は写の提示を求められた場合には、速やかに提示し、又は提 

出すること。 

 

（定めのない事項） 

７ 仕様書に定めのない事項及び不明の点は、本市と事業者が協議の上、定めるものとする。 

 


